
   令和４年度中山町スポーツ指導者資格取得補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、スポーツ指導者の養成と資質の向上及び町民のスポーツ活動

環境の向上を図るためスポーツ指導者の資格を取得する者に補助金を交付するこ

とに関し、中山町補助金等の適正化に関する規則（昭和４０年規則第５号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

 ⑴ 本町に住所を有する者 

 ⑵ 町税等の滞納がない者 

 ⑶ 中山町スポーツ少年団、中山町スポーツ協会、その他町長が認める町内スポ

ーツ団体及び町スポーツ事業に携わる者 

（補助対象資格） 

第３条 補助金の交付対象となるスポーツ指導者資格は、公益財団法人日本スポー

ツ協会及び公益財団法人日本パラスポーツ協会が認定するもののうち、別表に掲

げるものとする。ただし、町長が特に必要と認める場合は、この限りではない。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、別表に掲げる資格の取得にあたって必

須となる講習会等の受講料、資料代及び資格試験受験料とし、資格の登録及び更

新に係る費用は含めないものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１又は２万円のいずれか低い額で、

予算の範囲内とする。  

（交付申請書） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

 ⑴ 講習会等の開催要項等 

 ⑵ 講習会等の受講料、資料代及び資格試験受験料に関する領収書等の写し 

 ⑶ 当該資格を取得したことを証するものの写し 

 ⑷ 町税等納付状況確認同意書（様式第２号） 



 ⑸ その他町長が必要と認める書類 

 （交付決定等の通知） 

第７条 規則第８条及び第１０条第３項に規定する交付決定等の通知は、補助金交

付決定通知書（様式第３号）によるものとする。 

（実績報告及び額の確定通知の省略） 

第８条 前条の通知を受けた者は、規則第１４条の規定にかかわらず、申請書の提

出をもって同条に規定する実績報告をしたものとみなし、規則第１５条に規定す

る額の確定通知については、前条の通知をもってこれに代えることとする。 

（補助金の返還等） 

第９条 町長は、第７条の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、補助金の交付の決定額の全部又は一部を取り消し、又は既に交付した補

助金の全部又は一部を返還させることができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

 ⑵ 補助金の交付決定に付した条件又は町長の指示に違反したとき。 

 ⑶ この告示に違反する行為があったとき。 

⑷ その他町長が補助金の交付の決定を取り消すべき事由があると認めたとき。 

（帳簿の備付等） 

第１０条  規則第２１条に規定する帳簿及び証拠書類は、資格の取得にあたり必須

となる講習会等を終えた年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならな

い。 

（委任） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、この補助金の交付に関し必要な事項は、

町長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１０条の

規定は、この告示の失効後も、なおその効力を有する。 

別表（第３条関係） 



対象資格 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会 

コーチ１ 

コーチ２ 

コーチ３ 

コーチ４ 

アスレティックトレーナー 

スポーツ栄養士 

スポーツプログラマー 

ジュニアスポーツ指導員 

公益財団法人日本パラ

スポーツ協会 

初級障がい者スポーツ指導員 

中級障がい者スポーツ指導員 

上級障がい者スポーツ指導員 

障がい者スポーツコーチ 

障がい者スポーツトレーナー 

 


